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論点
■2か所のイージス・アショアのサイトを日本が取得す
ることは、当該地域の空域とミサイル防衛の作戦能力
を高める大きな一歩となるだろう。しかしながら、そ
の潜在能力は未だ広く理解されているとはいえない。

■日本のイージス・アショアのサイトはおそらくルー
マニアやポーランドにあるものを単純にコピーするも
のではない。

■可能性のある強化点はは4つに分類される：
更なる任務・より有能なレーダー・新しい作戦概念・
長距離の反撃能力の追加

■より強化されたイージス・アショアの設置は、多層
化・統合化された空域とミサイル防衛能力によって、
NATOやアメリカを含む地球上のほかの場所でも応用可
能な潜在能力をもつ。

「太平洋の盾 巨大なイージス艦としての日本」

THE ISSUE



アジア太平洋地域におけるより強固な空域及びミサイル防衛能力のビ

ジョンは、将来、日本がイージス・アショアを取得するか否かにある。

日本の2つのそれらのサイトの取得の意思は、2017年12月に発表され

た。その決定は、直近のとある世論調査（※2）の結果によれば、日

本の国民の66％によって支持されている。

※2 2018年5月2日付 朝日新聞 憲法に関する世論調査

しかし、日本のイージス・アショア配備の意義はまだ広く理解され

ているとはいえない。

他の領域の軍事力と組み合わせることにより、これら日本のイージ

ス・アショアのサイトは、北朝鮮に対するより強固な空域及びミサイ

ル防衛の基盤となるばかりか、中国を含む、さらに精巧な未来兵器に

対応する基地を形作ることになる。予定される有償軍事援助（FMS）

の承認手続きには、この開発がアメリカ本国とアメリカの同盟国の幅

広い合意を持つことを伴う。※３シドニー・フリードベルグ “イージス・

アショア：海軍は地上から安心を必要としている”Breaking Defence2015年7月2

日）より多層化されたミサイル防衛への道は、ある部分はイージス・

アショアを通じて成されるし、革新的なイージス・アショア配備への

道はおそらく東京へと通じている。

数十年以前、日本の元首相中曽根康弘はかつて旧ソビエトの空母

に対する防衛であるとして、自らの国のことを“不沈空母”（Big 

Aircraft carrier）と表現した。それは、しかしながら、そのような

比較は、豊かで深みのある日米同盟に至ることはなかったとはいえ、

日本の地理的かつ戦略的立地の特徴についての重要性を伝えるもの

となった。※1 1983年3月20日付 ワシントンポスト紙 “日本の世論を沸

かすには” ドン・オバードーファー

今日のアジア太平洋地域の空域及びミサイルの脅威は異り、日米

統合防衛の態勢はそれに直面している。だが、いくらかの変化が進

行中であり、それを日本が強大なイージス駆逐艦群へと具体化させ

ていると比較する人がいても不思議ではない。。



アメリカ海軍のイージス武器システム（Mk-7）は、1984年に最初のイージス艦が配備され

てから格段に進歩してきた。約90隻のイージス艦（Ship）がアメリカ軍により現在運用され

ている。また、オーストラリア、ノルウェー、韓国、スペイン、日本の5カ国がイージス艦

（Ship）を保有している。“イージス”という言葉は、古代ゼウス神の盾を意味し、イージス

艦は長きに亘り艦隊防空の任を担い、対潜水艦戦闘を担ってきた。過去数10年を経て、アメ

リカは35隻、日本が4隻のイージス艦が弾道ミサイル防衛対応能力を獲得してきた。最も直

近で配備されたのは、同時に対空および対弾道ミサイル防衛能力――統合型空対空ミサイル

防衛システム能力(IAMD)がある。＊２年後に８隻になる。

イージスのカギとなるのは、特定のミサイルもしくははレーダーではなく、柔軟性のある戦

闘システム能力にある。その指令・制御機能は、目標探知、探知方法設定、軌道管理、脅威

性の評価、分類および識別である。システムはさらに踏み込んで、交戦の計算を実行し、交

戦の優先順位を設定し、射撃管制システムと発射システムを統制する。ひとたび武器が空へ

と放たれれば、イージスは（もう一度元に戻って）射撃管制、迎撃指令など、再交戦の準備

をする。

空軍の設計者は、のちに国防省の決まり文句となるような数多くの特徴を持たせるようイー

ジス武器システムを作り上げた。イージスシステムとは、つまり、多任務実行器を小さなス

ペースに詰め込み、（多機能性の連結、すなわち）モジュール性が防衛能力の世界でトレン

ドとなる前からそれを備えており、攻撃力と防衛力の統合という特徴は言うに及ばず、現代

化という過程の進化、あらゆる方向性における空域及びミサイルの脅威に照準を合わせたも

のとなった。

イージス・アショアの取得についての見通しについては、2000年代半ばごろから議論され、

オバマ政権がのちにそれをEPAA（欧州段階的適応能力アプローチ）の中心に据えて2009年

の後半に発表された。それはNATOによりのちに承認された。



イージス・アショアとは、船体の無いイージス戦闘システムである。それは、中枢・レーダー・

マーク41垂直式発射装置の司令・管理能力を含む。海上の姉妹とよく似ている。若干の修正がいる

が、それは船体の代わりにコンクリートのクッションの上に作られるデッキハウスと、近くに拡が

る発射装置といった程度であろう。

しかしながら、海に出るという複雑さがない故に、イージス・アショアは、海上の同じものより、

設置・運営費用がより高価でなく、経費が節約できる。もはや大きさや重量といった船体による制

限はなく、支援構造物の付加、また付けくわえができる。感知器（レーダー）の規模拡大や、兵器

の搭載のほか、生き残り能力の向上や順応力にもすぐれている。

今日の、ルーマニアのイージス・アショア基地と建設中のポーランドの基地は、中東からの弾道

ミサイルを対象としたヨーロッパ・NATO諸国を防衛する中心的な構成物であるが、これらNATO

の基地は現在、旧式のSPY－１レーダーなので能力に限界があり、また、たった24発の発射管しか

なく、迎撃対象は厳密に大気圏外での弾道ミサイル迎撃に限られている。NATOの防衛領域は、

イージス・アショアとともにトルコにあるTPY－2レーダーにより、近海に浮かぶイージス艦に

よってもおこなわれている。これらの追尾能力の質と交戦力の連携は、ルーマニアとポーランドの

迎撃体に、それぞれのレーダーが個別に脅威となるミサイルを検知する前に機能発揮ができる。

よって、日本の基地は、世界で3番目、4番目のものとなる。しかし、日本のイージス・アショアが、

ルーマニアやポーランドのものと単なるコピーでなくてはならない理由は一切ない。事実、日本の

それらはそうならないだろう。

更なる強化点については4つの分野に分けられる。：更なる任務・より性能の良いレーダー・新

たな作戦概念・長距離反撃能力の付加である。



任務

これまでとこれからの間におけるもっとも可能性のある重要な違いは、イージス・アショア基地が

任務に幅を持たせるということである。（ホワイトハウス発表の）「国家安全戦略」（National 

Security Strategy）、「国家防衛戦略」（National Defense Strategy）が明らかにしたように、現

代では対テロ組織や対不法組織だけでなく、強大な権力争い、つまり挑戦的な脅威としての中国お

よびロシアに対しての任務がある。

NATO軍の欧州のイージス基地は、したがって今のところ弾道ミサイル防衛に厳密に制限されて

いる。しかし、ミサイルの脅威はさらに複雑に進化し続け、酸素吸入ブーストグライド操航空機な

どを含み、多様性を増している。柔軟な戦闘システムを配備することで将来的な対応力を準備でき

る。たとえば、日本は、あまたの巡航ミサイルや戦闘機、そして弾道ミサイルを作動できる中国に

対して、いつの日か、極めてぜい弱な現状からの脱却を願うことを決めるかも知れない。

アメリカと日本による将来の標準型ミサイル３ブロックⅡAは、地球規模の合意、パートナーシップ

を表現するものであり、弾道ミサイル迎撃体（SM３ブロックⅡA）は、日本・アメリカの艦船でも

配備されるのと同様にヨーロッパでも配備されるかもしれない。迎撃ミサイルの日米共同開発は、

SM３ブロックⅡAが実践配備された後もなお良好に継続することもできただろう。しかし、イージ

スとMK４１発射装置のモジュール性と柔軟性が与えられた中で、それらは、弾道ミサイル防衛迎

撃体に限定される必要はない。

それどころか、今後のイージス・アショアの設置は、更なる多様性のある兵器をもつもことも可能

なのである。現在多くのイージス艦や艦船が持つ多種な対空迎撃体を含んでおり、イージス艦はま

た、電子交戦能力と囮(おとり)作戦能力がある。２０１６年１０月にイエメン沖で、アメリカの軍

艦メイソンが対艦巡航ミサイルにより戦勝に貢献したように。



政策によって積極的に制限され

ない限り、ヨーロッパでの場合

がそうであったように、同様の

任務多様性と能力がほとんどど

このイージス基地であれ追加さ

れるであろう。

同盟強化への筋道と地域的かつ

アメリカ本土のミサイル防衛を

共に紡ぐことは、より大きく、

前線配備されたオバマ政権時に

習得されたSM3ブロックⅡBに

似た大陸弾道ミサイル迎撃体を

包括している。以前は、イラン

の大陸間弾道ミサイルに対する

防衛措置としてポーランドに計

画された考えだが、太平洋防衛

にも等しく転化可能であると思

われる。

レーダー

二つ目の、可能性のある改良点は、レーダーに関

するものである。イージス艦と現存のイージス・

アショア基地は、４面、１２フィートのＳＰＹ１

レーダー（１９７０年代に開発され、１９８０年

代以降配備されているもの）である。しかし一方、

レーダーの重量は船体の上では制限があり、転覆

の可能性や戦場でのエネルギー供給の可用性を避

ける必要があったが、地上ではその制限がかなり

抑えられる。

いくつかのさらなる発展的な補助機能が可能とな

る、たとえば、いっそうの能力の付加が可能であ

り、もっと効率的で、拡張が可能である。日本人

は、SPY－１に替え、将来、米軍イージス艦の

レーダーといわれるSPY-6やアラスカで現在建設

中のLRDR（長距離識別レーダー）を含めて考慮

する必要がある、と説得されている。日本がどの

ような選択を選ぼうとも、死活的な特徴とは、相

互運用性であり、陸・海の軍備に共通の空への備

えを描く能力、そして探知・追尾、より広範な範

囲での撃退能力を含むのである。イージスシステ

ムの司令・指示はまた、もっとも進展した今日的

能力を供給するためのアップグレードされたセン

サーに調整対応することができる。

より強力な日本のイージス・アショアレーダーは、

アメリカ本土に対するミサイルの脅威に対しての

前線基地という付随的目的を提供する可能性があ

るかもしれない。



それによって、アメリカは米本土防衛のために太平洋探知レーダーを費用的に建

設・運用するのを緩和できる。（※４トーマス・カラコ/ウエス・ランバウ著“トランプの

2019年度ミサイル防衛予算”、能力より容量を選ぶ 2018年2月28CSIS）。ほかに日米同

盟を強化させるのは、レーダー追尾機能の共有が目覚ましいコストカット、十億ド

ル単位での経費削減を生み出すことができるだろう。そのような資源は、支援の継

続、出生死滅過程追跡？や、多様なミサイルの脅威の識別、アメリカと同盟諸国双

方のためのあらゆる種類のミサイル防衛迎撃体の利益となる能力などを、宇宙基盤

センサーにより向けられることにかもしれない。（※５ トーマス・カラコ “ミサイル

防衛のための宇宙基盤センサー層”2016年8月17日 スペース・ニュース）



運用

新しい運用上の概念は、３番目の成長可能分野に象徴される。日本に現存するイージ

ス艦との統合的イージス・アショア基地は、海上・地上イージスの編成のみならず、

F-35戦闘機やパトリオットミサイルをも含んだ革新的かつ創造的な編成を可能にする。

地上イージスと海上イージスの強靭なネットワークは、新しい方法にもとづく協力的な

交戦能力の機会を与える、それによって、遠隔によるエンゲージメント(交戦)もしくは

ラウンチング（発射）として知られているように、一つの発射体が、もう一方のレー

ダーに基づいてミサイルを発射することができる。今日のイージス艦は、遠隔発射およ

び遠隔エンゲージメントとして知られているが、ほかの艦船による追尾情報に基づきミ

サイルの脅威を特定し発射する能力をすでに得ている。

日本のイージス・アショア基地は、基地そのものと、ほかのイージスミサイルの追尾

能力両方の効力をもつ、したがって、イージス艦のより速い追跡能力に基づき、より早

く、より長距離射程のSM3ブロックⅡAミサイルを地上イージスより発射できることに

なるだろう。逆に、イージス艦は自らのレーダーを作動させることなく、イージス・ア

ショアからのレーダー追尾情報を反映しターゲットを照合できるかもしれない。した

がって、イージス艦の居場所をもっと特定しづらいままにすることに貢献できる。

改良され強められたネットワーク・コミュニケーションはまた、イージスシステムの

構成を全くもって新しい方法へと受け渡すことができる。船の場合、あらゆる構成要素

をその狭い港と右舷の間の空間に詰め込まなくてはならないが、地上においてははるか

に多くの柔軟性と許容力が可能になる。想像力あふれる相互協力的エンゲージメントの

形が可能となる。指示司令系統構造はただちに、イージス艦の余剰のオペレーターを修

正することができ、地下に配置された指示司令系統は、日本とその地域にも数々の発射

装置とレーダーへのアクセスを持つ。

地上設置の発射管は、海の近くに設置でき、対潜水艦用の魚雷を搭載でき、海中ソ

ナー探知反応による指令によって遠隔コントロールも可能となる。



反撃によるアクティブな防衛力の混合

結論として、協同したイージス艦と地上イージスの戦闘グループは、迎撃対象を限定され

る必要はない。さらに、空域及びミサイル迎撃防衛、地上設置型発射管は、他方で、対艦ミ

サイル、あるいはトマホークのような長距離巡航ミサイルを含め、反撃能力という意味を保

持している。

後者は、北朝鮮の地上発射ミサイルを迎撃する任務の手助けとなる。仮に、ミサイルが発

射される前であれ、安倍首相が「防衛的な行動は、もしほかの手段がなければ、日本国憲法

に則ったものである」と述べているとおりである。（※６2017年5月6 ジャパン・タイムス “現

在進行形の北朝鮮の挑発の中で巡航ミサイル取得を日本は量りにかける”）このような積極的な防衛能

力の取得は、日本のF35B戦闘機や空対地スタンドオフ・ミサイル（JASSMER）取得により

補完力をもつことができ、航空機、戦闘艦、戦術的基地の統合は、航空自衛隊の防空指揮管

制システムの中核的存在であるJADGE（Japan Aerospace Defense Ground Environment）

にとっても、米軍の指揮管制、戦闘管理、C2BMCコミュニケーションプログラムにとって

も有益である。

日本のイージス・アショア配備は、日本政府の決定がどうなろうとも、イージス武器シス

テムの多機能性、柔軟性への将来的な保険となる。まだ承認された構想ではないとはいえ、

日本の自由民主党内に出回っている文書では、長距離巡航ミサイル保有が重要な分野だとさ

れる。ゼウス神は盾を持っていたが、じつは彼自身、稲妻と雷鳴でもあったのだ。控え目に

言っても、北朝鮮と中国は、すでに日本と比較し攻撃能力をすでに所持しているので、日本

の長距離反撃能力の取得は、同盟国の防衛姿勢として重要な強化をしめすものとなるだろう。



統合的空域及びミサイル防衛の将来像の形

日本のイージス・アショア実現への努力は、地球規模の空域及び

ミサイル防衛の歴史において決定的な発展を表している。多様な多

国籍戦闘グループの形成、地上及び海上イージス武器システムの基

盤統合は、世界多くの場所でのモデルとなりうる。効果ある日本の

イージス・アショアへの努力は、ヨーロッパのイージス・アショア

基地の能力や限定的な任務よりも、その配備の迅速さによって、か

なめの位置にある。巨大な権力闘争によって定義づけられる戦略的

環境の中で、国防総省が関連性の速度における連帯許容力の構築、

また協力的発展と対外有償軍事援助の両方を含む、このような目的

に従って行動する、一つの試験的なケースを代表する。

イージス・アショアの可能性に含まれる実質的な受益者となりうる

のは、日本やNATOに限られたものではない。ほかのイージス艦運

用国であるオーストラリア（※シドニー大学の論文との共通）もまた、

たとえば、地上イージスが国民を守ると考えるかもしれない。アメ

リカ本土は現在、地上基盤型ミッドコース防衛システム（GMD）に

よって長距離弾道ミサイル攻撃から守られている。しかしながら、

イージス・アショア基地は、重要な地域を守ることに使うことがで

きるかもしれない、ハワイやグアム、本土東海岸、そしてほかの戦

術的港湾もしくはただ弾道ミサイルだけでなく、空域及びミサイル

の脅威に対抗するために分布している基地を。

今も続くロシアの挑発に面し、

NATOは、イージス・アショア基地

の多重任務許容力を活動化すること

を考えるかもまた知れない。更なる

統合的空域及びミサイル防衛に十分

なサポートをするために。使用者に

関わらず、地上配置型の能力の永続

的品質は、保有艦船を他の軍事任務

作戦の遂行のために自由にする。

巨大な戦力競争によって定義づけら

れる戦略的環境の中において、日本

との協力関係は、アメリカにとって

重要な連帯関係パートナーシップの

ままである。ふたつの防衛施設の設

置、前傾姿勢で改良的な日本のイー

ジス・アショアへの努力による多く

のその他の段階との接続は、この日

米協同関係をさらにさらに強めるも

のになるだろう。



●アメリカ・ワシントンD.C.に本部を置く民間のシンクタンク Center of Strategey and International
Studiesの略で、戦略国際問題研究所と訳される。USニューズ&ワールド・レポートでは「中道」と表現さ
れている。
●CSISは、防衛・国家安全保障を中心に世界のシンクタンクの中でも上位にランク付けされている。
●ジョージタウン大学戦略国際問題研究所が元で、1987年同大学から独立した研究機関となった。設立の
経緯から、アメリカ陸軍などアメリカの国家安全保障グループとの繋がりを強みとしている。
2000年代に入ると、ヘンリー・キッシンジャー、カーラ・ヒルズ、リチャード・アーミテージ、ズビグ
ニュー・ブレジンスキーらが理事を務め、顧問にはキッシンジャーと弟子のブレント・スコウクロフトが
おり、彼らの多くはアメリカ国家安全保障会議の国家安全保障問題担当大統領補佐官であった。

CSISとは

日本との関係
●小泉進次朗、浜田和幸、辻清人、渡辺恒雄などが一時籍を置いた。多くの将来有望な若手官僚や政治家
が出向し学んでくる慣習が確立している。日本部には、防衛省、公安調査庁、内閣官房、内閣情報調査室
の職員や、日本貿易振興機構、損害保険会社、日本電信電話の職員も客員研究員として名を連ねている。
●現役政治家、麻生太郎や安倍晋三なども度々CSISを訪れ、スピーチを行っている。
●東京財団・笹川平和財団、特定非営利活動法人世界開発協力機構が、パシフィックフォーラムCSISを通
しフェローシップ・プログラムの提携を行っている。日本経済新聞と共同シンクタンクを立ち上げたり、
稲盛財団の500万ドルの寄付により若手リーダー養成アカデミー（アブシャイヤ・イナモりリーダーシッ
プ・アカデミー）を設立したり、各界にその関係は広がっている。
●日本政府からは、2013年からの6年間で2億9900万円もの寄付がされている。 出典：Wikipediaより抜粋



CSIS報告は、国際公共政策問題に焦点をあてた民

間、非課税研究機関である戦略国際問題研究所に

よって作成されている。その研究は、無党派、非

独占的である。CSISはいかなる特定の政治的立場

も取らない。したがって、ここに述べられるすべ

ての観点、立場や結論は、それぞれの著者単独の

ものと理解されたい。



著者 トーマス・カラコとは

トーマス・カラコは国際警備プログラ
ムの上級研究員であり、2014年に着任
したCSISのミサイル防衛プロジェクト
の理事である。研究の焦点は、国家安
全保障、ミサイル防衛、核抑止、公法
にある。2010-2011年の間、アメリカ政
治科学協会研究議員として、下院外交
委員会のスタッフやアメリカ軍事戦術、
核非拡散、NATOに関する下院軍事小委
員会と共に従事した。

カラコは現在、ジョージタウン大学外
交学院の戦略研究プログラムの助教授
でもあり、カーネギーメルロン大学の
政治戦略研究所の研究員でもある。ク
レアモント大学院大学で哲学博士号、
ダラス大学で文学士号を授与。

近著に、「分配された防衛：統合的空域及び
ミサイル防衛の新しい運用概念」（2018）
「ミサイル防衛2020：本土防衛の新たなス
テップ」（2017）「ミサイル防衛と打破:新
たな政策検討のための熟慮」（2017）



※参考資料アメリカ国防安全保障局
報道発表 ワシントン 2019．1.29（日本時間1.30）

アメリカ国務省は、日本に対して、イージス武器システム2基(Aegis Weapon System AWS)、新型マルチ

ミッションシグナルプロセッサー2基（Multi Mission Signal Processors MMSP）、指揮系統処理装置2基

（Command and Control Processors C2P）の更新、ほか、関連設備を21.5億ドル（約2360億円）で、対外

有償軍事援助の承認を決定した。国防安全保障局は、この販売の可能性について必要な、認証通知を連邦議

会に提出した。

日本政府は、イージス武器システム2基(Aegis Weapon System AWS)、新型マルチミッションシグナルプ

ロセッサー2基（Multi Mission Signal Processors MMSP）、指揮系統処理装置2基（Command and 

Control Processors C2P）の更新、について購入することを求てきた。さらに、電波航法設備、海軍兵器、

敵味方識別装置2台、海上汎地球指揮統制システムの設備2基、慣性航法装置2基、アメリカ政府と契約会社代

表技術者による、工学と物量支援サービス、設置支援、技術指導、6基の垂直発射装置の建設援助と発射装置

寸法図、通信機器と関連品のスぺア、機密・非機密に関わらない出版物、ソフトウェアや運搬関連の要素、

プログラムサポートを含んでいる。全ての想定されているプログラムの費用は21.5億ドル。（約2360億円）

この販売提案は、外交政策およびアメリカの国家安全保障に寄与する。政治的安定性に対する力となり、

アジア太平洋地域における経済的進展のための、主たる同盟の安全保障を改良する。日本の自衛力の強靭化、

効率化を進展、調整することを支援することは、アメリカの利益にとって肝要である。

この販売提案は、日本政府にとっては、より洗練、増加する弾道ミサイルによる脅威への対応力を強化し、

日本本土の多層拡大防衛化を作り出す。既にイージスシステムを運用している日本は、かれらの武装戦力に、

このシステムを導入することになんら困難はないだろう。

この設備と支援に関する販売提案は、当該地域における既存のミリタリーバランスを変えることはない。

イージス武器システム、マルチミッションシグナルプロセッサー（多重任務信号処理装置）の主要な契約

者は、ロッキード・マーティン・ロータリー＆ミッションシステム（ワシントンDC）である。指揮系統処理

装置の更新は、ジェネラル・ダイナミクス(ヴァージニア州フォールズ・チャーチ)が提供する。この販売契

約においては、いかなるオフセット契約も付随していない。この提案の履行に際しては、アメリカ政府と契

約会社代表による、技術的レビュー、サポート、設備の監視管理を毎年行うことが求められ、おおよそ8年間

の契約となる。

この販売の結果、アメリカの防衛準備において不利な影響はないだろう。

この可能性のある販売についての通知は法に基づくものであり、販売契約が締結したことを意味しない。

この対外有償軍事援助に関する全ての問い合わせは、国務省政治軍事局（？）、議会民事事務所宛てにされ

たし。 Pm-cpa@state.gov

mailto:Pm-cpa@state.gov


■ルーマニア デヴェゼル基地



CSIS論文に描かれているイージス・アショアの姿
CSIS ＝ 非政治・無党派・民間を謳いながら…

日米の政治家人材・金銭的援助があり、軍事に強く関連・影響力を持つ組織。記事の著者の経歴。
（子宮頸がんワクチン問題・水道・種子法問題など）

2018年5月23日の時点で…

強大な権力争い
挑戦的な脅威として
中国およびロシア

アメリカ米本土防衛のた
めに太平洋探知レーダー
を建設・運用費用を緩和

アメリカ本土の
ミサイルの脅威

前線基地

稲妻と雷鳴

対艦ミサイル
トマホーク長距離巡航ミサイル
対潜水艦用の魚雷・
F35B戦闘機
空対地スタンドオフミサイル

ハワイやグアム、本土東海岸、ほかの戦術的港湾や弾道
ミサイル+空域及びミサイルために分布している基地LRDR（長距離識別レーダー）

検討するよう言われている

防衛省の説明は？？？

住民の不安・疑念 施設の観点 暮らしの観点 導入背景の観点＝ × ×

『フロントライン』



そのほかの懸念・疑念

■弾薬庫問題 火災・避難・管理
■基地・機能の拡大
■情報保全隊 住民監視

2019年7月7日付 琉球新報

2019年6月7日付 沖縄タイムス



■集団的自衛権
防衛大綱・中期防
JADGE：自動警戒管制システム

Japan Aerospace Defense Ground Environment

『安全保障と防衛力に関する懇談会』2009年8月

2007年5月16日付 中日新聞



イージス・アショア配備計画の撤回を求める住民の会

https://noaegis2.wixsite.com/noaegis

≪署名・学習会・申し入れ・平和のひろば＆パレード≫

https://noaegis2.wixsite.com/noaegis

